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「あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（案）」及び「あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定

地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条

例（案）」の骨子 

 

【【【【背景背景背景背景】】】】    

平成２３年５月、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整

備に関する法律」が公布され、これに伴い、介護保険法の一部が改正されました。 

この中で、従来、国（厚生労働省令）で定めていた指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営等に関する基準については、市町村が条例で定めることとなりました。 

これを受け、市では、「あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例」及び「あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基

準を定める条例」を制定します。 

 

【基準の類型【基準の類型【基準の類型【基準の類型についてについてについてについて】】】】    

基準の類型 内 容 省令における項目 

従うべき基準従うべき基準従うべき基準従うべき基準    

省令で定める基準に従い定め

るもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条例の内容を直接的に拘束す

る、必ず適合しなければならな

い基準であり、当該基準に従う

範囲内で地域の実用に応じた内

容を定める条例は許容されるも

のの、異なる内容を定めること

は許されないもの 

・従業者に係る基準及び当該従

業者の員数 

・居室の床面積 

・小規模多機能型居宅介護（介

護予防含む。）及び認知症対応

型通所介護（介護予防含む。）

の事業に係る利用定員 

・事業の運営に関する事項であ

って、利用又は入所する要介

護者又は要支援者のサービス

の適切な利用、適切な処遇及

び安全の確保並びに秘密の保

持等に密接に関連するものと

して厚生労働省令で定めるも

の 
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標準標準標準標準    

 省令で定める基準を標準とし

て定めるもの 

 

 

 

 法令の「標準」を通常による

べき基準としつつ、合理的な理

由がある範囲内で、地域の実情

に応じた「標準」と異なる内容

を定めることが許されるもの 

・利用定員 小規模多機能型居

宅介護（介護予防含む。）及び

認知症対応型通所介護（介護

予防含む。）の事業に係る利用

定員を除く。） 

参酌すべき基準参酌すべき基準参酌すべき基準参酌すべき基準    

 省令で定める基準を参酌する

もの 

 

 地方自治体が十分参酌した結

果としてであれば、地域の実情

に応じて、異なる内容を定める

ことが許容されるもの 

・その他の事項 

地方分権改革推進法（平成１８年法律第１１１号）第８条第１項の規定に基づく地方分権改革推

進計画（平成２１年１２月１５日閣議決定）より抜粋 

 

【【【【本本本本市の考え方】市の考え方】市の考え方】市の考え方】    

 本市では、条例の制定に当たり、根拠となる法令の条文において、「従うべき基準」、「標準とする

基準」及び「参酌すべき基準」に該当するものすべて、現行の国（厚生労働省令）の基準のとおり

とします。 

 

【【【【地域密着型サービス地域密着型サービス地域密着型サービス地域密着型サービス】】】】    

 地域密着型サービスとは、高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた地域で生活が

できるよう、地域の特性に応じた柔軟な体制で提供されるサービスをいいます。区市町村がサービ

ス提供事業者の指定、指導及び監督を行います。また、サービスの利用者は、原則としてその区市

町村に住んでいる高齢者等に限られます。 

 

【基準を定める【基準を定める【基準を定める【基準を定める各各各各事業】事業】事業】事業】    

事 業 名 提供内容 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

 

日中・夜間を通じて定期的に巡回する訪問介護と看護

師等による訪問看護が一体的に受けられるもの 

夜間対応型訪問介護 

 

 夜間に定期的に巡回する訪問介護と随時の訪問介護

が受けられるもの 

認知症対応型通所介護（介護予防含む。） 

（認知症対応型デイサービス） 

認知症の方が、介護施設等で食事、入浴、レクリエー

ション、機能訓練などを日帰りで受けられるもの 
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小規模多機能型居宅介護（介護予防含む。） 

 

 小規模な住居型の施設で、「通い」を中心として、自

宅への「訪問」、施設での「短期間の宿泊」などを組み

合わせて、食事、入浴などが受けられるもの 

認知症対応型共同生活介護（介護予防含

む。） 

（認知症高齢者グループホーム） 

 認知症の方が、９人以下の少人数で共同生活を送る施

設で、食事、入浴、機能訓練などが受けられるもの 

地域密着型特定施設入居者生活介護     

（有料老人ホームなど） 

 定員２９人以下の小規模の介護専用の有料老人ホー

ムなどで、食事、入浴、機能訓練などが受けられるもの 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護（小規模特別養護老人ホーム） 

定員２９人以下の小規模の介護老人福祉施設で、食

事、入浴、機能訓練などが受けられるもの 

複合型サービス 

 

 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせ、利

用者の状態に応じて、「通い」、「泊まり」、「訪問」を柔

軟に受けられるもの 

 

【【【【制定する条例制定する条例制定する条例制定する条例】】】】    

① あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 

    

【【【【根拠と根拠と根拠と根拠となる厚生労働省令なる厚生労働省令なる厚生労働省令なる厚生労働省令等等等等】】】】    

○ 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成１８年厚生労働省令第３４号） 

 

○ 介護保険法第７８条の２ 

  （指定地域密着型サービス事業者の指定） 

第７８条の２ 第４２条の２第１項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、地域密

着型サービス事業を行う者（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う事業にあって

は、老人福祉法第２０条の５に規定する特別養護老人ホームのうち、その入所定員が２９人以

下であって市町村の条例で定める数であるものの開設者）の申請により、地域密着型サービス

の種類及び当該地域密着型サービスの種類に係る地域密着型サービス事業を行う事業所（第７

８条の１３第１項及び第７８条の１４第１項を除き、以下この節において「事業所」という。）

ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長である市町村の行う介護保険の被保険者に対す

る地域密着型介護サービス費及び特例地域密着型介護サービス費の支給について、その効力を

有する。  



4 

 

２及び３省略  

４ 市町村長は、第１項の申請があった場合において、次の各号（病院又は診療所により行われ

る複合型サービス（厚生労働省令で定めるものに限る。第６項において同じ。）に係る指定の申

請にあっては、第６号の２、第６号の３、第１０号及び第１２号を除く。）のいずれかに該当す

るときは、第４２条の２第１項本文の指定をしてはならない。  

（１） 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。 

（２）から（１２）まで省略 

５    市町村が前項第１号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定める

ものとする。  

６から１１まで省略 

 

○ 介護保険法第７８条の４ 

 （指定地域密着型サービスの事業の基準） 

第７８条の４ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、市町村の条例

で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密着型サービスに従事する従業

者を有しなければならない。  

２    前項に規定するもののほか、指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準は、

市町村の条例で定める。  

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、第１号から第４号までに掲げる事項について

は厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第５号に掲げる事項については厚生労働

省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定め

る基準を参酌するものとする。  

（１） 指定地域密着型サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数  

（２） 指定地域密着型サービスの事業に係る居室の床面積  

（３） 小規模多機能型居宅介護及び認知症対応型通所介護の事業に係る利用定員  

（４） 指定地域密着型サービスの事業の運営に関する事項であって、利用又は入所する要介

護者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持等に密接に

関連するものとして厚生労働省令で定めるもの  

（５）    指定地域密着型サービスの事業（第３号に規定する事業を除く。）に係る利用定員  

４から８まで省略 
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あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（案）あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（案）あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（案）あきる野市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（案）    

    

第１章 総則 

条及び節 主な内容 

第１条から第３条まで 第１条（趣旨） 

この条例は、指定地域密着型サービスの事業に係る介護保険法（平

成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７８条の２第１項及

び第４項１号並びに第７８条の４第１項及び第２項の規定により、指

定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定

めるものとする。 

第２条第２項（定義等） 

法第４２条の２第１項本文で指定する指定地域密着型サービス事

業者について、法第７８条の２第４項第１号に規定する条例で定める

者は、法人である者とする。 

第２章 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

条及び節 主な内容 

第４条から第４４条まで 

基本方針等、人員に関する

基準、設備に関する基準、

運営に関する基準、連携型

指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護の人員及び

運営に関する基準の特例 

 

 

第６条 

オペレーター、訪問介護員等、看護職員、理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士の員数等について規定する。 

第７条 

管理者について規定する。 

第８条 

専用の区画、必要な設備及び備品等について規定する。 

第９条 

重要事項の説明及び同意について規定する。 

第１０条 

提供拒否の禁止について規定する。 

第２６条 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画等の作成について規定する。 

第２７条 

同居家族に対するサービス提供の禁止について規定する。 

第３２条 
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勤務体制の確保等について規定する。 

第３５条 

秘密保持等について規定する。 

第４０条 

事故発生時の対応について規定する。 

第３章 夜間対応型訪問介護 

条及び節 主な内容 

第４５条から第５９条ま

で 

基本方針等、人員に関する

基準、設備に関する基準、

運営に関する基準 

 

 

第４７条 

オペレーター、訪問介護員等の員数等について規定する。 

第４８条 

管理者について規定する。 

第４９条 

専用の区画、必要な設備及び備品等について規定する。 

第５２条 

夜間対応型訪問介護計画の作成について規定する。 

第５６条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第５９条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、同居家族に対するサービ

ス提供の禁止、秘密保持等、事故発生時の対応について規定する。 

第４章 認知症対応型通所介護 

条及び節 主な内容 

第６０条から第８０条ま

で 

基本方針、人員及び設備に

関する基準、運営に関する

基準 

 

第６１条 

生活相談員、看護職員又は介護職員、機能訓練指導員の員数等につい

て規定する。 

第６２条 

管理者について規定する。 

第６３条 

食堂、機能訓練室、食堂と機能訓練室を合わせた床面積、静養室、相

談室、事務室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備、その

他必要な設備及び備品等について規定する。 

第６５条 
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利用定員等について規定する。 

第６６条 

管理者について規定する。 

第７１条 

認知症対応型通所介護計画の作成について規定する。 

第７４条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第８０条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、秘密保持等、事故発生時

の対応について規定する。 

第５章 小規模多機能型居宅介護 

条及び節 主な内容 

第８１条から第１０８条

まで 

基本方針、人員に関する基

準、設備に関する基準、運

営に関する基準 

第８２条 

介護従事者、看護師又は准看護師、介護支援専門員の員数等について

規定する。 

第８３条 

管理者について規定する。 

第８４条 

代表者について規定する。 

第８５条 

登録定員及び利用定員について規定する。 

第８６条 

居間、食堂、台所、宿泊室、宿泊室の床面積、浴室、消火設備その他

の非常災害に際して必要な設備、その他必要な設備及び備品等につい

て規定する。 

第９２条（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

身体拘束等の禁止について規定する。 

第９６条 

小規模多機能型居宅介護計画の作成について規定する。 

第１０８条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、秘密保持等、事故発生時

の対応、勤務体制の確保等について規定する。 
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第６章 認知症対応型共同生活介護 

条及び節 主な内容 

第１０９条から第１２８

条まで 

基本方針、人員に関する基

準、設備に関する基準、運

営に関する基準 

 

第１１０条 

介護従事者、計画作成者、介護支援専門員の員数等について規定する。 

第１１１条 

管理者について規定する。 

第１１２条 

代表者について規定する。 

第１１３条 

共同生活住居の数及び入居定員、居室の定員、居室の床面積、居間、

食堂、台所、浴室、消火設備、その他非常災害に際して必要な設備等

について規定する。 

第１１４条 

入退居について規定する。 

第１１８条 

認知症対応型共同生活介護計画の作成について規定する。 

第１２３条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第１２８条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、秘密保持等、事故発生時

の対応について規定する。 

第７章 地域密着型特定施設入居者生活介護 

条及び節 主な内容 

第１２９条から第１４９

まで 

基本方針、人員に関する基

準、設備に関する基準、運

営に関する基準 

 

第１３０条 

生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員、計画作成者の員

数について規定する。 

第１３１条 

管理者について規定する。 

第１３２条 

一時介護室、浴室、便所、食堂及び機能訓練室、居室の定員について

規定する。 

第１３３条（内容及び手続の説明及び契約の締結等） 
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重要事項の説明及び契約の締結について規定する。 

第１３４条（指定地域密着型特定施設入居者生活介護の提供の開始

等） 

提供拒否の禁止について規定する。 

第１３８条（指定地域密着型特定施設入居者生活介護の取扱方針） 

身体拘束等の禁止について規定する。 

第１３９条 

地域密着型特定施設サービス計画の作成について規定する。 

第１４６条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第１４９条（準用） 

秘密保持等、事故発生時の対応について規定する。 

第８章 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

条及び節 主な内容 

第１５０条から第１７７

条まで 

基本方針、人員に関する基

準、設備に関する基準、運

営に関する基準 

 

１７８条から１８９条ま

で 

ユニット型指定地域密着

型介護老人福祉施設の基

本方針並びに設備及び運

営に関する基準 

 

 

 

 

 

 

第１５０条第２項 

介護保険法第７８条の２第１項の規定により条例で定める定員は、２

９人以下とする。 

第１５１条 

医師、生活相談員、介護職員又は看護職員、栄養士、機能訓練指導員、

介護支援専門員の員数等について規定する。 

第１５２条 

居室、居室の定員、入所者１人当たりの床面積、静養室、浴室、洗面

設備、便所、医務室、食堂及び機能訓練室、廊下幅、消火設備その他

の非常災害に際して必要な設備について規定する。 

第１５４条 

入退所について規定する。 

第１５８条 

地域密着型施設サービス計画の作成について規定する。 

第１６６条 

管理者による管理について規定する。 

第１６９条 

勤務体制の確保等について規定する。 
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第１７３条 

秘密保持等について規定する。 

第１７５条 

事故発生時の防止及び発生時の対応について規定する。 

第１７７条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止について規定する。 

第１８０条 

居室の定員、１ユニットの入居定員、居室の床面積、共同生活室、洗

面設備、便所、浴室、医務室、廊下幅、消火設備その他の非常災害に

際して必要な設備について規定する。 

第１８２条（指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の取扱

方針） 

身体拘束等の禁止について規定する。 

第１８７条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第１８９条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、入退所、地域密着型施設

サービス計画作成、管理者について規定する。 

第９章 複合型サービス 

条及び節 主な内容 

第１９０条から第２０２

条まで 

基本方針、人員に関する基

準、設備に関する基準、運

営に関する基準 

 

第１９１条 

介護従事者、保健師又は看護師、看護職員、介護支援専門員の員数等

について規定する。 

第１９２条 

管理者について規定する。 

第１９３条 

代表者について規定する。 

第１９４条 

登録定員及び利用定員について規定する。 

第１９５条 

居間、食堂、宿泊室の定員、宿泊室の床面積、台所、浴室、消火設備

その他の非常災害に際して必要な設備、その他必要な設備及び備品等
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について規定する。 

第１９７条（指定複合型サービスの具体的取扱方針） 

身体拘束等の禁止について規定する。 

第１９９条 

複合型サービス計画等の作成について規定する。 

第２０２条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、秘密保持等、事故発生時

の対応等勤務体制の確保等について規定する。 

 

【制定する条例】【制定する条例】【制定する条例】【制定する条例】 

② あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型

介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 

【【【【根拠根拠根拠根拠となる厚生労働省令等となる厚生労働省令等となる厚生労働省令等となる厚生労働省令等】】】】    

○ 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防

サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令

第３６号） 

 

○ 介護保険法第１１５条の１２ 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定）  

第１１５条の１２ 第５４条の２第１項本文の指定は、厚生労働省令で定めるところにより、地

域密着型介護予防サービス事業を行う者の申請により、地域密着型介護予防サービスの種類及

び当該地域密着型介護予防サービスの種類に係る地域密着型介護予防サービス事業を行う事業

所（以下この節において「事業所」という。）ごとに行い、当該指定をする市町村長がその長で

ある市町村の行う介護保険の被保険者に対する地域密着型介護予防サービス費及び特例地域密

着型介護予防サービス費の支給について、その効力を有する。  

２ 市町村長は、前項の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、第

５４条の２第１項本文の指定をしてはならない。  

（１） 申請者が市町村の条例で定める者でないとき。  

（２）から（１２）まで省略 

３ 市町村が前項第１号の条例を定めるに当たっては、厚生労働省令で定める基準に従い定める

ものとする。 

４から７まで省略 
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○ 介護保険法第１１５条の１４ 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の基準）  

第１１５条の１４    指定地域密着型介護予防サービス事業者は、当該指定に係る事業所ごとに、

市町村の条例で定める基準に従い市町村の条例で定める員数の当該指定地域密着型介護予防サ

ービスに従事する従業者を有しなければならない。  

２ 前項に規定するもののほか、指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスの事業の設備及び運営に関

する基準は、市町村の条例で定める。  

３ 市町村が前２項の条例を定めるに当たっては、第１号から第４号までに掲げる事項について

は厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、第５号に掲げる事項については厚生労働

省令で定める基準を標準として定めるものとし、その他の事項については厚生労働省令で定め

る基準を参酌するものとする。  

（１） 指定地域密着型介護予防サービスに従事する従業者に係る基準及び当該従業者の員数  

（２） 指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る居室の床面積  

（３）    介護予防小規模多機能型居宅介護及び介護予防認知症対応型通所介護の事業に係る利

用定員  

（４） 指定地域密着型介護予防サービスの事業の運営に関する事項であって、利用する要支

援者のサービスの適切な利用、適切な処遇及び安全の確保並びに秘密の保持に密接に関

連するものとして厚生労働省令で定めるもの  

（５）    指定地域密着型介護予防サービスの事業（第３号に規定する事業を除く。）に係る利用

定員  

４から８まで省略 
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あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備あきる野市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営及び運営及び運営及び運営並びに指定地域密着型介並びに指定地域密着型介並びに指定地域密着型介並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（案）（案）（案）（案）    

第１章 総則 

条及び節 主な内容 

第１条から第３条まで 

 

第１条（趣旨） 

この条例は、指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る介護保

険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の

１２第２項第１号並びに第１１５条の１４第１項及び第２項の規定

により、指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとする。 

第２条第２項（定義等） 

法第５４条の２第１項本文で指定する指定地域密着型介護予防サ

ービス事業者について、法第１１５条の１２第２項第１号に規定する

条例で定める者は、法人である者とする。 

第２章 介護予防認知症対応型通所介護 

条及び節 主な内容 

第４条から第４２条まで 

基本方針、人員及び設備

に関する基準、運営に関

する基準 

介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基

準 

 

第５条 

生活相談員、看護職員又は介護職員、機能訓練指導員の員数等につい

て規定する。 

第６条 

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に係る管理

者について規定する。 

第７条 

食堂、機能訓練室、食堂と機能訓練室を合わせた面積、静養室、相談

室及び事務室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに

その他必要な設備及び備品等について規定する。 

第９条 

利用定員等について規定する。 

第１０条 

共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所に係る管理者につ

いて規定する。 
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第１１条（内容及び手続きの説明及び同意） 

重要事項の説明及び同意について規定する。 

第１２条 

提供拒否の禁止について規定する。 

第２８条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第３３条 

秘密保持等について規定する。 

第３７条 

事故発生時の対応について規定する。 

第４２条（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体的取扱方針） 

介護予防認知症対応型通所介護計画の作成について規定する。 

第３章 介護予防小規模多機能型居宅介護 

条及び節 主な内容 

第４３条から第６９条ま

で 

基本方針、人員に関する

基準、設備に関する基準、

運営に関する基準、介護

予防のための効果的な支

援の方法に関する基準 

 

 

 

 

 

 

第４４条 

介護従事者、看護士又は准看護士、介護支援専門員の員数等について

規定する。 

第４５条 

管理者について規定する。 

第４６条 

代表者について規定する。 

第４７条 

登録定員及び利用定員について規定する。 

第４８条 

居間、食堂、台所、宿泊室、宿泊室の定員、宿泊室の床面積、浴室、

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備、その他指定介護予防

小規模多機能型居宅介護の提供に必要な設備及び備品等について規

定する。 

第５３条 

身体拘束等の禁止 

第６５条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、勤務体制の確保等、秘密
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保持等、事故発生時の対応について規定する。 

第６７条（指定介護予防小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針） 

介護予防小規模多機能型居宅介護計画の作成について規定する。 

第４章 介護予防認知症対応型共同生活介護 

条及び節 主な内容 

第７０条から第９０条ま

で 

基本方針、人員に関する

基準、設備に関する基準、

運営に関する基準、介護

予防のための効果的な支

援の方法に関する基準 

第７１条 

介護従事者、計画作成担当者、介護支援専門員の員数等について規定

する。 

第７２条 

管理者について規定する。 

第７２条 

代表者について規定する。 

第７４条 

共同生活住居の数及び入居定員、居室、居室の定員、居室の床面積、

居間及び食堂、台所、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要

な設備、その他必要な設備について規定する。 

第７５条 

入退居について規定する。 

第７８条 

身体的拘束等の禁止について規定する。 

第８１条 

勤務体制の確保等について規定する。 

第８６条（準用） 

重要事項の説明及び同意、提供拒否の禁止、秘密保持等、事故発生時

の対応等について規定する。 

第８８条（指定介護予防認知症対応型共同生活介護の具体的取扱方

針） 

介護予防認知症対応型共同生活介護計画の作成 

    

 


